A Study of the Local Government Social Welfare Finance : Part 1 by 坂田 周一


































































































































事 項 区 分 根 拠 法 令 国 都道府県 市 町 村
生 活 保 護 費 補 助 金 生 活 保 護 法 8/10 2/10 市及び福祉事務所設置町村護 費 等 2/10
法 施 行 事 務 費 身 体 障 害 者 福 祉 法老 人 福 祉精 神 薄 弱消 費 生 活 協 同 組 合 1/2-1/58/10 1/2-2/3/10 1/2-2/3
身体障害者保護費補助金 市及び福祉事務所設置町村
補 装 具 給 付 費 等 2/10
福 祉 事 務 所 費 5/10 5/10 5/10
診 査 巡 回 費 5/10 5/10 5/10
身体障害者体育振興費老 人 福 祉 費 補 助 金老 人 ク ラブ 成 5/101/3-1/2 5/101/3-1/2 5/101/3-1/2
老人世帯家庭奉仕員費 1/3810 1/3210 1′3
老 人 保 護 費 補 助 金 市及び福祉事務所設置町村
福祉施設保護 2/10
軽費老人ホーム事務費 1/3 2/3 2/3
法 施.行 事 務 費 1/2810 1/2210 1′2
精神薄弱者保護費補助金 市及び福祉事務所設置町村
精神薄弱者施設運営 2/10
福 祉 事 務 費世帯更生資金貸付補助金 1/223 1/2 ●3 1/2
世帯更生運動推進費補助金地方改善 事業費補 12 1 1/
消費生活協同組合貸付金 資金の貸付に関する法律 1/2510 1/210
婦 人 保 護 費 補 助 金婦 人 相 談 所 費 等 売 春 防 止 法 5/10
保 護 施 設 運 営 費災 害 救 助 費 災 害 救 助 法 850-9% 2/1050- %1児 童 費 補 助収 容 措 置 児 童 福 祉
保 育 所 措 置 費児 童 相 談 所一 時 保 護身 体 障害 児援 護結 核 児 童 療 養母 養 成法 施 行 事 務母修学資金貸与季 節保 育所運営 8/101/2-8/10121/3. 23 1/101/2-2/101/3. 23 1/103
- き地保育所運営費産 休等 代替保母児 童 館 運 営 1/3 1/32 1/3

































































表ト 2 1980年度決算による社会福祉財政及び費用に関する3つの統計系列の比較A (単位 :百万円)
国家財政統計1) 地方財政統計2) 社会福祉費用統計3)
一般会計主要経費別分類の生活保護費+社会福祉 +児童手当国庫負担金● 民 生 費 純 計 社会保障制度審議会の区分による公的扶助費+社会福祉費
02,373,951内訳○生活保護費 ●940,3640社会福祉 1,353816pO児童手当国庫負担金 79771 国庫支 出金 ◎ 2,247,447 国庫 負 担 ◎ 2,437,375
その他の財源 ◎2,780,980 地 方 負担 ◎774,114
































































































表1-3 1980年度決算による社会福祉費用の試算 (単位 :百万円.%)
負 担 面 社会福祉費用の合 計 支 出 面国庫負担1) 地方負担2) 国の最終支出3) 地方の最終支出4)




































































国家財政統計(一般会計主要経費別分疑) 社 会 保 障 官¥ 用 統 計 (実収入) 地方財政統計 (民生焚決算純汁)
経 1号 名 決算額 区 分 国庫負担 地方負担 合 計 目 的 別 決算嘗再
Ⅰ生活保護fli 940,364 1公的扶助(生活保護) 941,576 237,329 1,178,955 Ⅰ生活保護'itf I,270,883
Ⅰ社会福祉'LIf 1,353,816Ⅰ社会福祉 1,495,799 536,735 2.103,842'Ⅰ生活保護以外の民生tLlf 3,757,544
1身体障害者保護fY 39,465 1身体障害者福祉2精神薄弱3老人福祉 46,64462.389204723 16,65520.11682089 63,2998250526812 1社会保障 1,003,587
2老人福祉Tf 483,284 2老人福祉プ1I3児童 代4災讃救助'L 1,095.795652,42142
うち老人医療'LIl 300,934 4老人医療 303,298 152,831 456,129































































事 項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不 用 玩窪孟姦真読
合 (% )
謹 責 939,114,561 939,114,561 923.172.786
護 施 設 事 務 費 13,611,804 13,611,804 13,611,804???????
費 1,660,765 1,660,765 1,660,765
施 行 事 務 費 1,924,366 1,924,366 1,918,489





















(単位 :千 円 )
歳出子井 硯 告穴
歳出予算碩 歳出予算現杭 支出済歳出額 翌年度繰越額不 用 額 呈認 孟姦芸 競
合 (% )
費 490.896,331 490.896,331
費 300,933,649 300 ,933,6 4 9
費 4,406,515 4,406,515
費 185,556,167 185,556,16 7
費 39,465,496 39,465.496
費 485,769,318 485 ,769,318








措 置 費 466,914,251 466,874,5 27 453,360,650
法 施 行 事 務 費等
児 童 福 祉 事 業 費
児童相 談所 費等
保母 養 成所 費等























児童 扶 養手 当給 付 諸 費 149,058,857 150,989,042
特別児童扶養手当等給付諸費 63,584,076 65 ,953,891
婦 人 保 護 費 2,221,056 2,221,056
社 会 福 祉 諸 費 24.845,355 24.845,355
社 会 福 祉 施 設 整 備 費 122,196,216 138,886,416
母 子 福 祉 費 3,950,000 3,95(),000





























































































捕表4 1981年度決算にみる国,地方の ｢民生費｣の状況 (単位 :隠円,浴)
歳 出 合 計 国から地方に対する他 出 地方から国に対する支 出 国.地方を通t=る純計領 総領中地方の占める割 合 国の純計に占める地方に対する支出の割 合◎÷④国 地 方⑧ 国-④-C 地 方①-㊨-⑤ 総 領㊨-⑤+小円細目 )ー､F)④ ◎ ⑳ ㊦÷⑥
注･｢厚生保険特別会計｣のうち｢児童手当勘定｣
-｢児童手当国雄負担金｣
梁料)自治編 r地方財政白割 1983年版, pp226-227より抜すいO
と ｢社会福祉費｣ と ｢社会保険費｣ と ｢保健衛生 白書』の国と地方の純計に用いられている ｢民生
対策費｣ と ｢失業対策費｣の合計額であるから, 費｣の範囲は社会保険を含むより広いものである｡
地方の ｢衛生費｣に相当する ｢保健衛生対策費｣ かといって,地方公共団体が,年金等の社会保険
4,168億円を控除すれば 8兆4,069億円となり補表 事務な行っ七いるかとい うとそ うではないのだか











































年 度 国内総支出(GDE)1) 地方財政歳出純計決算2) 地方民生費純計決算3)
金額(億円) 指 数1965年-100 金額(百万円) 指 数1965年-100 金宅頁(百万円) 指 数1965年-100
1965 336,425 100.0 4,365,140 100.0 308,394 100.0
1966 395,504 117.6 5,026,177 115.1 358,320 116.2
1967 462,881 137.6 5,725,497 131.2 423,775 137.4
1968 548,436 163.0 6,729,574 154.2 503,007 163.1
1969 650.214 193.3 8,033,912 184.0 592,919 192.3
1970 752,381 223.6 9,814,878 224.8 758,681 246.0
1971 828,188 246.2 ll,909,529 272.8 929,257 301.3
1972 963,712 286.5 14,618,283 334.9 1,274,384 413.2
1973 1,166,721 346.8 17,473,883 400.3 1,736,061 562.9
1974 1,383.398 411.2 22.887,888 524.3 2,389,788 774.9
1975 1.519,491 451.7 25,654,468 587.7 2,835,656 919.5
1976 1.704,309 506.6 28.907,036 662.2 3.269,612 1,060.2
1977 1.888,639 561.4 33,362,119 764.3 3,736,689 1,211.7
1978 2.065,838 614.1 38,346,995 878.5 4,256,644 1,380.3
1979 2,218,786 659.5 42,077,946 964.0 4,665,535 1,512.8
1980 2,408.337 715.9 45,780,784 1.048.8 5,028,427 1,630.5
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19666667 6869 70 7172 73 74 75 76 77 7879 8081年度
表2-1より作成
図2-2 分け前増加の3タイプ
蕎 ′り 蕎 斜両















































年 度 地方歳出の対GDE比 民 生 費 の対GDE比 地方歳出に占 る割合
1965 13.0 0.9 7.1
1966 12.7 0.9 7.1
1967 12.4 0.9 7.4
1968 12.3 0.9 7.5
1969 12.4 0.9 7.4
1970 13.0 1.0 7.7
1971 14.4 1.1 .7.8
1972 15.2 1.3 8.7
1973 15.0 1.5 9.9
1974 16.5 1.7 10.4
1975 16.9 1.9 ll.1
1976 17.0 1.9 ll.3
1977 17.7 2.0 ll.2
1978 18.6 2.1 ll.1
1979 19.0 2.1 ll.1
1980 19.0 2.1 ll.0















































































年 度 対 前 年 度 伸 び 率 G D E 弾 性 値 ⑥-③÷②民生宮‡の地方歳出弾性値①G D E ②地方歳出 ③民 生 要望 ④-②÷(》地方歳出 ⑤-(卦÷①民 生 北
1966 17.6 15.I 16.2 0.86 0.92 1.07
1967 17.0 13.9 18.3 0.82 1.07 1.31
1968 18.5 17.5 18.7 0.95 1.01 1.07
l669 18.6 19.4 17.9 1.04 0.96 0.92
1970 15.7 22.2 28.0 1.41 1.78 1.26
1971 10.1 21.3 22.5 2.12 2.23 1.05
1972 16.4 22ー7 37.1 1.39 2.27 1.63
1973 21.1 19.5 36.2 0.93 1.72 1.85
1974 18.6 31.0 37.7 1.67 2.03 1.22
1975 9.8 12.1ー 18.7 1.23 1.90 1.54
1976 12.2 12.7 15.3 1.04 1.26 1.21
1977 10.8 15.4 14.3 1.42 1.32 0.93
1978 9.4 14.9 13.9 1.59 1.48 0.93
1979 7.4 9.7 9.6 1.31 1.30 0.99
1980 8.5 8.8 7_8 1,03 0.91 0.88





































































































































表2-4 地方目的別歳出の1969年度決算と1976年度決算の比較と分析 (単位 :危Fq,%)
区 分 (D1969年度の目的 (塾1976年度の目的 ③=②-①=⑥+⑤ ①● ⑤
別歳出祝 .構成比 別歳出街 .構成比 増加額 .構成比 増加額A∫ 増加額 Bt.構成比
総 務 費 億円 % 危円 % 鮭円 % 鯨円 億円 %8,529 10.6 27.399 9.5 18,871 9.0 13,826 5.045 6.4
衛 生 費 4.539 5.6 19.315 6.7 14.776 7.1 7.359 7,418 9.5
労 働 費 1,435 1.8 3,073 1.1 1,638 0.8 2,326 -688 -0.9
農 林 水 産 業 費 7,203 9.0 21,660 7.5 14.457 6.9 ll,677 2,780 3.5
商 工 費 3,376 4.2 10.852 3.8 7,475 3.6 5,473 2,002 2.6
土 木 費 19,720 24.5 55,228 19.1 35,508 17.0 31.970 3,538 4.5
消 防 質 1.192 1.5 5,001 1.7 3,809 1.8 1,933 1,877 2.4
警 察 費 3,271 4.1 ll,688 4.0 8,417 4.0 5,302 3,115 4.0
教 育 費 19,867 24ー7 -76,418 26.4 56,550 27.1 32,208 24,342 31.0
その他(含公債費) 5,277 6.6 25,739 8.9 20,462 9.8 8,556 ll,906 15.2
合 計(T) 80,339 100.0 289,070 100.0 208.731 100.0 130,242 78,489 100.0
注* ①の増加額A.は,歳出合計が,GDEの成長と同じ速さで成長したと仮定して,1969年度の目的別歳出構成比が保存された
場合の増加額である｡なお,1969年度のGDEは,65兆214位円.1976年度のGDEは170兆4.309億であるから,1969年度を100
とした1976年度のGDEの指数は262.12である｡したがって,地方歳出がGDEと同じ伸びをした場合の1976年度の金額は21兆
580庶円であるが,現実には28兆9,070億円であるから,7
資料)自治省編 r地方財政白書J各年版より作成
しく寄与をした状態というものを考えて,その状
態を基準に寄与率を評価することにしよう｡等し
く寄与をした状態とは,すべての経費の限界寄与
率が等しくなる状態と定義することもできるだろ
うが,絶対的にこういう状態でなければならない
というものがあるわけではなく,分析者の判断に
属する問題である｡そこで,ここでは,第1期の
配分パターンである｢パイの論理｣がそのまま1976
年度まで継続する状態を等しく寄与をした状態と
仮りに考えることにしよう｡つまり,基準年の各
経費の配分状態を前提として,配分率は不変のま
まにパイの総体だけが大きくなった状態が等しく
寄与をした状態とするのである｡とすると,限界
寄与率が基準年の経費の構成比よりも大きいとき
はプラスの寄与の中でも特に大きい寄与をしたも
のと判定できる｡表 2- 4の(丑欄の1969年度の構
成比と③欄の増加額の構成比 (限界寄与率)を比
較すれば限界寄与率の方が大きくなっているの
は,まず民生費,それに衛生費,消防費,教育費,
その他 (含公債費)の5つである｡これらの経費
は歳出合計の増加に対して普通以上のプラスの寄
与をしたことになる｡これに対して,限界寄与率
の方が小さくなっているのは総務費,労働費,良
林水産業費,商工費,土木費の5つであり,これ
らの経費は歳出合計の増加にプラスの寄与をした
けれどもその程度は普通以下であることになる｡
兆8.489億円が膨張した分ということになる｡
警察費はほとんど比率の変化がみられず,普通に
プラスの寄与をしたことになる｡
以上,限界寄与率をよりどころにして各経費の
増加と歳出合計の増加とを対応ずけたが,それに
よれば確かに民生費は歳出の増加要因としてとり
わけ大きく作用したことが明らかになった｡とこ
ろが,今の分析はよく考えてみると,GDEの成
長率を超えた地方歳出の加速度的な膨張を前提に
したうえでの分析になっている｡しかし,｢福祉見
直し論｣などの主張の基底には,地方歳出が適正
規模を超えて膨張しこれに地方歳入が追いつかな
くなっているという認識があるものと考えられ
る｡とすると,いま行った分析は地方歳出の増加
ということだけをとらえたものであって,膨張と
いうことをとらえたものではない｡そこで次に分
析の角度を少しかえてみることにしよう｡
さて,歳出膨張といっても全然増加していけな
いということではなく,膨張に至らない程度の増
加は許されるであろう｡こうした増加の水準がど
のようなものであるかはいわば価値判断の問題で
あって一義的な解が得られるものではないだろう
けれども,それでは議論が進まないので,ここで
は,歳出規模がGDEの伸びと同じ伸びで増加す
る場合を適切な増加の水準と考えて,それを超え
て増加したら膨張と考えることにしよう｡このこ
とを説明したのが図2- 4である｡図2- 4には
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図2-4歳出膨張に対する各経費の寄与の説明図
※ シャドー をかけた部分は経空きEiの増加分であるO
〈説明)
比較時の経費Eitは
Eit-Eio+Ai+Bi
であるが,
Bi>0の時経費Eiは歳出膨張要因であり,
Bi-0の時経費Eiは歳出膨張に対してニュ
ートラル,
Bi<0の時経費Eiは歳出膨張要因ではない
とみなす｡
3つの円がかいてあるが,一番内側の円が基準時
の歳出合計(T｡),中の円がGDEと同じ伸びをし
た場合の歳出合計(Tg),外側の円が比較時の実際
の歳出合計(Tt)をそれぞれ示している｡El｡とい
うのはある経費Elの基準時における大きさであ
る｡この経費は比較時には増加してEltとなるが,
図2-4ではこの増加分をAlとBlの2つに分
けてある｡増加額Alは,GDEの伸びの範囲内で
の増加分である｡歳出合計がTg-T｡の範囲で増
加する時は定義により膨張ではないのであるか
ら,すべての経費E.の増加分がTg-T｡の範囲内
で増加しているのであれほどの経費も歳出の膨張
要因ではないことになる｡したがって,この図で
は便宜上･A,の大きさをA･-% (Tg-To)と記入
してあるけれどもAがこの大きさを超えて増加し
たとしてもAl≧(Tg-T｡)であるならばそれは優
先順位を反映した構成比の上昇であって当該経費
が歳出膨張要因であるとはいえないのである｡た
だし,実際には経費の増加額E,rEl｡が増加額 Al
に属するか Blに属するかを判定することは不可
能であるので･ここではA1-%(Tg-To)として･
基準時の経費Elの構成比の分だけを割り当てて
いるのである｡したがって,便宜的な措置となら
ざるを得ないけれども,経費Elの増加額がAlを
超えて増加しているとすれば,その経費は歳出膨
張要因であったことを判定することができる｡こ
のA.とBlを計算したのが表2-4の④欄と⑤
欄の数字である｡④欄のAlはいま述べたように
各経費がGDEの伸びと同じ速さで増加したとし
た場合の増加額である｡1969年度を基準 として
1976年度のGDEの大きさをみると2.6212倍にな
っているから,A1-2.6212×E10-El｡として計算
されている｡G)欄のBlは,経費Elの比較年度の
値Eltと基準年度の値E.｡との差からAlを控除
したものである(Bl-Elt-Ei｡-Al).したがって,
このBlがプラスの値となれば当該経費は膨張要
因と判定される｡そこで表2-4の⑤欄をみると
Blがマイナスの値になっているのは労働費だけ
であり,他の経費はすべてプラスの値を示し膨張
要因であったといえる｡膨張額が最も大きいのは
教育費で2兆4,342億円,次いで民生費の 1兆
7,155億円となっており,この2つで歳出膨張額合
計7兆8,489億円の52.9%を占める｡
こうして計算してみると,1975年以降における
地方財政危機の中で民生費が歳出膨張要因として
批判されたのも故なきことではなかったとも考え
られなくはないのである｡しかしながら,当時の
社会福祉の状態は高度成長のひずみによる新たな
ニーズの発生にこたえたり,積み残されてきたニ
ーズ-対応したりする正当な課題をかかえていた
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のであって,こうした民生費の増加がどのような
内容の変化を伴いながら実現したのかを検討しな
いかぎり,われわれの理解はなお不十分といわざ
るを得ない｡
第2章 注
1)長洲一二｢変革期の自治体と企業一福祉政策の
あり方を考える-｣(｢週刊東洋経済｣1975年8
月2日号所収)
2) ｢福祉見直し論｣のさまざまな論調は,全国社
会福祉協議会編 Tこれからの社会福祉施策1
1976年,全社協刊に収録されている｡
(第2章終り 第3章以下次号)
1983年8月9日
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